
ＪＦ全漁連（坂本雅信会長）は2024年度通常

総会を都内で20日開催し、28年度まで実施する

第７期中期経営計画を発表した。

同計画では①沿岸漁業の持続的な成長に向け

た展開②漁村の活性化と持続的な環境・社会へ

の貢献③総合事業体としての役割発揮と機能強

化④役割発揮を担う体制・基盤の改革・改善―

―の４点が柱となる。

坂本会長は「水産物

の安定供給や持続可能

な成長と漁場の活性

化、水産物の消費拡大

に取り組む」と方針を

示した。

坂本会長は総会後の

会見で、海洋環境の変

化により主要魚種が不

漁となり、魚価が上が

っていると指摘。「漁場の機能が大きく後退して

いる。資源と環境を同時に回復させる取り組み

を強化する必要がある」と語った。

漁業の未来については、コロナ禍が明け、急

増する訪日外国人は日本の魚食文化を魅力に感

じているとし、「魚食文化は日本が誇る遺産。次

世代に継承しなければいけない」と述べ、「漁業

者は魚を獲るだけでなく、日本の魚に価値があ

ると国内外にＰＲすべき」と訴えた。

能登半島地震への対応については、全漁連と

して、政府に漁業の早期再開と生活安定を求め

ながら寄付や人員の派遣などの支援を行ったと

報告。地盤隆起などで被災した漁港の復興が進

んでいない現状について語り、支援継続の意志

を明らかにした。

ＡＬＰＳ処理水については、全漁連として、

海洋放出を容認していないと表明した上で、放

出後に国産水産物の国内消費が増えたことを指

摘した。一方で中国、ロシアによる禁輸措置に

は日本政府を通して解除を求めていることなど

を説明し、政府に対して長期にわたる対応を求

めた。また、禁輸措置で困窮している漁業者へ

の支援と魚食普及の取り組みで消費拡大を応援

していく方針を示した。 （２ページに続く）
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